
平成29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金交付要綱

（企業間連携の促進）

（目的及び交付）

第１条 公益財団法人山形県産業技術振興機構（以下「機構」という。）は、本県における有機エ

レクトロニクス関連産業の集積を図るため、県内企業が大手企業等と共同で実施する有機エレク

トロニクス製品試作事業に対して、山形県補助金等の適正化に関する規則（昭和 35 年８月県規

則第59号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金

を交付する。

（補助金の対象事業及び経費）

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）及び事業実施主体は、別表

１に定めるものとし、補助対象となる経費は当該事業を行うために必要な経費であって別表２に

掲げるものとする。

（交付申請）

第３条 補助金の申請は、交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて行うものとする。

２ 補助事業者等は、前項の補助金の交付の申請に当たって、当該補助金に係る消費税及び地方

消費税相当額に係る仕入れ控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額の

うち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除でき

る部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税の税

率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申

請しなければならない。

  ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除が明らかでないものに

ついては、この限りではない。

（交付の条件）

第４条 規則第７条第１項第１号に定める軽微な変更は、第２条に規定する事業区分対象経費額

の経費区分ごとの配分を２割を超えて変更する場合以外の変更とする。

２ 規則第７条第１項第１号の規定により、補助事業の変更について機構の承認を受けようとす

る場合は、事業計画変更承認申請書（様式第２号）を提出しなければならない。

３ 規則第７条第１項第３号の規定により、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、

事業中止（廃止）承認申請書（様式第３号）を提出しなければならない。

４ 補助事業者等は、事業の対象となった有機ＥＬ照明製品の販売の実績を、補助事業が完了し

た日の属する年度から起算して３年間報告しなければならない。



（補助事業等実績報告）

第５条 補助事業の実績報告書（様式第４号）の提出期限は、事業が完了した日から起算して１

か月を経過した日又は平成30年２月28日のいずれか早い日までとし、関係書類を添付して提

出しなければならない。

２ 補助事業者等は、実績報告書の提出に当たり、第３条第２項ただし書の補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入れ控除税額が明らかになった場合には、当該消費税及び地方消費税

に係る仕入れ控除税額を減額して報告（様式第５号）しなければならない。

（補助金の経理等）

第６条 補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、かつ、これら

の書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。

（財産処分の制限）

第７条 補助事業者等は、補助事業により取得し、又は効用の増加した機械及び器具を機構の承

認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に

供してはならない。ただし、補助事業者等が補助金の全部に相当する金額を機構に納付した場

合、若しくは減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める

耐用年数又は当該耐用年数の範囲内で別に定める期間を経過した場合は、この限りでない。

２ 補助事業者等が前項に規定する承認を受けようとする場合は、財産処分承認申請書（様式第

６号）を提出してあらかじめ機構の承認を受けなければならない。

３ 機構は、前項の承認をした補助事業者等に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより、

補助事業者等に収入があったときは、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を納付さ

せることができる。

（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。

   附 則

この要綱は、平成２９年５月１日より施行する。



別表１（補助対象事業）

事業区分 事業内容 実施主体
実施主体への

補助率

実施主体への

補助上限額

企業間連携の

促進
○大手企業等との共同による有機Ｅ

Ｌ製品試作を支援

大手企業等との共同による有機Ｅ

Ｌ照明量産製品の試作経費の一部を

支援することにより、県産有機ＥＬ

照明製品の上市・販売を促進するも

の。

県内企業（複数の

県内企業で構成

するグループを

含む。）

ただし、備考に

掲げる条件を満

たす場合、県外に

本社を有する企

業（以下「県外企

業」という。）を

県内企業とみな

すものとする。

2/3以内 1,500千円

備考

   次のいずれかの条件を満たす場合、県外企業を県内企業とみなすものとする。

・県内に登記された事業所を有する県外企業が、当該事業所において本事業を実施する場合

・補助翌年度までに、山形大学有機エレクトロニクスイノベーションセンター内又はその近隣地域に、

新たに登記された事業所（研究所など）を開設し、社員３名以上を常勤（補助翌年度から少なくとも

５年間は３名以上を常駐させること）させる場合

別表２（補助対象経費）

事業区分 対象経費

企業間連携の促進

大手企業等との共同による試作に係る次の経費

（１）共同試作に要する材料費（ただし、計上できる額は試作品１件に

つき 50万円以内とする。）

（２）共同試作に要する機械装置費（ただし、計上できる額は補助対象

経費総額の 1/4又は 50万円のいずれか少ない額以内とする。）

（３）共同試作に要する必要不可欠な外注費（ただし、計上できる額は

補助対象経費総額の 1/3以内とする。）

（４）共同試作に必要不可欠な技術指導費

（５）その他試作に必要なものと認められる経費



様式第1号

平成 年 月 日

公益財団法人山形県産業技術振興機構

理事長 結 城 章 夫 殿

（補助事業者）

住所又は所在地

氏名又は名称及び

代表者役職・氏名           印

電話番号

平成29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金交付申請書

（企業間連携の促進）

平成29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金の交付を受けたいので、同補助金交付要

綱第３条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１ 事業名称

２ 添付書類

  ・事業計画書（別紙１）

  ・補助事業費内訳（別紙２）

  ・事業スケジュール（別紙３）

  ・参加企業の概要（別紙４）



様式第２号

年  月  日

  公益財団法人山形県産業技術振興機構

理事長 結 城 章 夫 殿

（補助事業者）

住所又は所在地

氏名又は名称及び

代表者役職・氏名           印

電話番号

平成29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金

事業計画変更承認申請書

平成 年 月 日付け 第 号により交付決定を受けた標記事業について、下記のとおり（経

費の配分・事業内容・補助金額）を変更したいので、山形県補助金等の適正化に関する規則第７

条第１項第１号及び平成29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金交付要綱第４条第２項

の規定により申請します。

記

１ 補助事業に要する経費 変更前             円

              変更後             円

２ 補助申請額      変更前             円

              変更後             円

３ 変更内容

４ 変更理由

５ 添付書類

  ①事業計画書

  ②その他参考資料

（注）添付書類①は、変更前後の明記・新旧対照表の添付等により、変更の内容を明確にするこ

と



様式第３号

年  月  日

  公益財団法人山形県産業技術振興機構

理事長 結 城 章 夫 殿

（補助事業者）

住所又は所在地

氏名又は名称及び

代表者役職・氏名           印

電話番号

                              

平成 29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金

事業中止（廃止）承認申請書

平成 年 月 日付け 第 号により交付決定を受けた標記事業について、事業を（中止・廃止）

したいので、山形県補助金等の適正化に関する規則第７条第１項第３号及び平成29年度山形県有

機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金交付要綱第４条第３項の規定により申請します。

記

１ 中止（廃止）する事業名

２ 理由

３ 中止の期間（廃止の時期）



様式第４号

平成 年 月 日

公益財団法人山形県産業技術振興機構

理事長 結 城 章 夫 殿

（補助事業者）

住所又は所在地

氏名又は名称及び

代表者役職・氏名           印

電話番号

平成 29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金実績報告書

（企業間連携の促進）

平成 年 月 日付け 第 号により交付決定を受けた標記事業について、補助事業が完了し

たので、平成 29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定に基

づき提出いたします。

記

１ 事業名称

２ 添付書類

・事業実績書（別紙１）

・対象経費支出表（別紙２）



様式第５号

消費税額等確定報告書

年  月  日

  公益財団法人山形県産業技術振興機構

理事長 結 城 章 夫 殿

（補助事業者）

住所又は所在地

氏名又は名称及び

代表者役職・氏名           印

電話番号

平成29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金に係る

消費税及び地方消費税額の確定報告書

平成 年 月 日付け 第 号により交付決定を受けた標記事業について、下記のとおり消費

税及び地方消費税額が確定したので、平成29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金交付

要綱第６条第２項の規定により報告します。

記

１ 補助金額（補助金額の確定の通知を受けた額）

                                        円

２ 補助金額の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除額

                                        円…①

３ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額

円…②

４ 補助金返還相当額（②－①）

                                        円



様式第６号

年  月  日

  公益財団法人山形県産業技術振興機構

理事長 結 城 章 夫 殿

（補助事業者）

住所又は所在地

氏名又は名称及び

代表者役職・氏名           印

電話番号

                              

平成 29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推進事業費補助金

財産処分承認申請書

平成 年 月 日付け 第 号により交付決定を受けた平成29年度山形県有機ＥＬ営業戦略推

進事業費補助金の補助事業として交付を受けた補助金により取得した財産を下記のとおり処分し

たいので、交付要綱第７条の規定により、承認されるよう申請します。

記

１ 補助事業名

２ 種類・名称

３ 取得年月日

４ 所得価格及び時価

５ 処分の理由

６ 処分の方法


